
 

 

 

 
 
平成○○年（東）第○号 
申 立 人 Ｘ株式会社 
被申立人 東京電力株式会社 
 

和解案提示理由書 
 

頭書事件に関し、当パネルが、申立人の請求（○の納入一時停止にかかる逸

失利益及び追加的費用）と本件事故との間の因果関係を認めて「和解契約書（全

部和解）（案）」記載の和解案を提示した理由は、以下のとおりである。 
 

１ 申立人は、Ｂ国に所在するＡ（以下「本件取引先」という。）に対し、茨城

県○市内の工場において南太平洋等で漁獲したマグロ等を原料として製造さ

れた、乳児用調製粉乳に添加する栄養強化剤○を仕入れて、ほぼ毎月、一定

量輸出していた。○の賞味期限は納入から約１０か月である。 
  しかし、いわゆる放射能汚染水海洋流出問題の表面化・深刻化に伴い、Ｂ

国国民の日本製食品に対する憂慮が増大し、平成２５年９月○日には、Ｂ国

政府が①茨城県を含む日本国内８県でとれた水産物の輸入を全面禁止するこ

と、②上記８県以外でとれた農水産畜産物も放射性物質が微量でも検出され

た場合は、事実上輸入できなくする措置をとることを発表した。 
  そして、平成２５年９月○日、本件取引先は、申立人に対し、放射能汚染

水海洋流出はＢ国でも大きく報道されており、Ｂ国消費者の日本製食品に対

する懸念は深刻で、日本製食品等の売上にも重大な影響が生じ、大きい社会

的問題となっている状況下で日本製食品の輸入を続けることは、乳児用調整

粉ミルクを製造する本件取引先の業績に深刻な影響が生じる可能性が大いに

あるため、状況が好転するまでの間、申立人からの○等の輸入を一時的に停

止することに決定した旨、通達した。 
  そこで、申立人は、平成２５年９月から１１月までの納入分にかかる逸失

利益等を請求する本件申立てを行った。 
  なお、本件取引先との間では、申立人が科学的資料を提示するなどして交

渉を行った結果、その後取引を一時再開することができたが、本件取引先の

売上が回復しないことなどから、再度取引は停止されている。 

２ 風評被害に関する中間指針の規定（第７）のうち「１ 一般的基準」は、

第７の２ないし５の類型を含むあらゆる分野の風評被害に適用される。そし

て、一定の範囲（第７の２ないし５）の類型以外の類型については、本件事

故以降に現実に生じた「買い控え等による被害」を個別に検証し、「消費者又

茨城県で魚を原料とする食品添加物を製造し、外国に輸出していた申立会

社について、当該外国政府による水産物の輸入禁止措置の影響で輸出先の当

該外国の企業から取引を停止されたことによって生じた営業損害等が賠償さ

れた事例。 
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は取引先が、商品又はサービスについて、本件事故による放射性物質による

汚染の危険性を懸念し、敬遠したくなる心理が平均的・一般的な人を基準と

して合理性を有している」（第７の１（指針）Ⅱ））かどうかという一般的基

準に照らして、本件事故との相当因果関係を判断するものとされている（第

７の１（指針）Ⅲ）②参照）。 

  また、中間指針第７の５「輸出に係る風評被害」においては、日本人の消

費者又は取引先を想定した場合と同じ範囲で「風評被害」を認めることを基

本としつつも、一般に海外に在住する外国人には日本人との間に情報の格差

があること、外国政府の輸入規制など国内取引とは異なる事情があること等

から、輸出に係る被害については、国内取引よりは広く賠償の対象と認める

ことが適当である場合があることが指摘されている（第７の５（備考）２）

参照）。 

  さらに、海外に在住する外国人に関する風評被害については、中間指針第

７の３（指針）Ⅱ）及び平成２４年３月１４日付総括基準に関する決定１の

規定も存在する。 

３ 前記事実関係をもとに、上記中間指針等の趣旨を踏まえて検討するに、本

件において、中間指針記載の「平均的・一般的な人」を基準とし、また、本

件取引先及びその最終消費者がＢ国に所在・在住することから、日本人との

間に情報の格差が存在することを前提としたとき、本件事故及び放射能汚染

水海洋流出問題が発生した福島県の隣県沿岸部において、汚染水との関連の

イメージが強い魚を原料として製造される○を含む乳児用調製粉乳を敬遠し、

日本産の成分を含まない他社の乳児用調製粉乳を購入したくなる最終消費者

心理を踏まえ、申立人による科学的資料未提示の段階において、長期間の在

庫保管が困難な○の輸入取引を一時停止したくなる本件取引先の経済主体と

しての心理は合理性を有していると認められるから、前記Ｂ国政府の発表後

３か月間という本件請求期間に発生した逸失利益等の損害と本件事故との間

には、全面的に相当因果関係を認めるのが相当である。 

４ なお、本件取引先が○以外の品目についても同時に輸入一時停止の措置を

とったことは、上記○にかかる本件取引先の心理の合理性の判断を左右する

ものではない。 
平成２６年８月４日 
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